
入 札 参 加 要 領 
 
 

 令和４年６月２８日付けで公告した土地の売却に係る制限付一般競争入札については、本件公告に定めるもの

のほか、この入札参加要領によるものとする。 

 

１ 本件公告の概要 

（１）所在地     岩美町大字浦富字矢柄６４６-１、６４７、６５０ 

（２）売払物件     土地（宅地）計５，７８０.２３平方メートル 

            詳細は別添「物件調書」のとおり 

            売買契約にあたっては、旧岩美病院の敷地内に所在する法定外公共物を岩美病院で宅 

地に登記のうえ合わせて売払いする。 

売買契約時においては、別途添付している、公有財産売買契約書（案）のうち第２条 

第１項の売買物件に新たに登記を行った土地を追記する。 

（３）最低入札価格   ２５２，６４８円 

   最低入札価格の設定にあたっては、入札公告５（６）の支障物件等の撤去を考慮した価格である。 

（４）売払方法     制限付一般競争入札 

（５）入札及び開札の日時及び場所 

  ア 日時  令和４年１２月２３日（金） 

        （入札時間）午前９時３０分（即時開札） 

  イ 場所  岩美町国民健康保険岩美病院 ２階会議室 

        鳥取県岩美郡岩美町大字浦富１０２９番地２ 

（６）入札参加資格 

   次の各号のいずれにも該当しない者とする。 

   ア 申込者又は共有者において、岩美町外の事業者又は個人を含む者 

イ 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

ウ 地方自治法施行令１６７条の４第２項の各号のいずれかに該当する者で、その事実があった後、２年

を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲

げる者 

   オ その他岩美町国民健康保険岩美病院事業管理者が不適当と認める者 

（７）用途制限 

   この公告の物件は、次のアからウまでに掲げる用途に対し制限を付し、落札者が第三者に対し貸し付け、

交換し、売払い、譲与し、若しくは出資の目的とし、又はこれに私権を設定する場合にも同様に付すものと

する。 

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に定め

る風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これらに類する営業の用途 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に定める暴力

団の事務所の用途 

ウ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第５条規定する観

察処分の決定を受けた団体の事務所の用途 

 

２ 提出書類等 

（１）本件入札に参加を希望する者は、次の書類を岩美病院に、令和４年１１月３０日（水）までに提出（必着）

し、入札参加資格確認を受けること。 

   なお、提出書類に関して説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

提出書類 備  考 

ア 入札参加申込書（様式１号） 売買契約及び所有権移転登記は、入札参加申込書に記載された名義でし

か行えないので、共有を希望する場合は、共有者全員の連名とすること。 

イ 誓約書（様式第２号） 共有の場合は共有者全員のものが必要 

ウ 入札参加資格を証する書面 個人の場合は、本人の本籍地の市町村長が発行する身分証明書、法人の

場合は法人登記簿（共有の場合は共有者全員のものが必要） 



エ 委任状（様式第３号） 代理人により入札を行う場合のみ必要 

オ 代表者選任届（様式第５号） 共有の場合のみ必要（共有の場合は、代表者（共有者を代表して入札の

他、購入に関する一切の行為をする者）を選任すること） 

カ 印鑑証明書 代理人により入札を行う場合は、申込者のものの他、代理人のものが必

要（共有の場合は共有者全員のものが必要） 

キ 建物解体費に係る積算内訳書、

工程表、処分方法の分かるもの 

（様式第７号） 

 

ク 土地購入後の跡地利用計画及

び資金計画 

・跡地利用計画：開発行為を伴う計画の場合、事前に協議等を行うこと。 

・資金計画 

借入を行う場合：金融機関での融資相談の際利用した計画書等、金融機

関の発行する融資証明書 

借入を行わない場合：跡地利用の事業計画、金融機関の残高証明書等 

 ※ 書類作成に当たっての押印は全て実印によること。 

（２）前項により入札参加資格確認を受けた者は、令和４年１２月２３日（金）午前９時３０分に、入札書（様

式第４号）、本件公告４（７）に掲げる入札保証金（小切手の場合は、銀行が振り出し、又は支払保証したも

のに限る。）及び（１）のカと確認できる印鑑（共有の場合は代表者の印鑑、代理人により入札する場合は代

理人の印鑑）を持参し、１の（５）のイの会場に集まること。 

（３）共有の場合は、落札後、持分割合を明記した共有合意書（様式第６号）を提出すること。 

 

３ 注意事項 

（１）別添「公有財産売買契約書（案）」を承知の上、入札すること。 

（２）入札書は様式第４号により作成すること。 

（３）入札書に記載する金額はアラビア数字とし、住所、氏名を記入の上、押印すること。 

（４）天災地変その他やむを得ない理由で、入札を公正に執行することができないと認められるときは、入札の

執行若しくは開札を延期又は中止することがある。 

 

４ 契約等 

（１）契約の締結 

   落札者は、公有財産売買契約書（案）により契約を締結しなければならない。 

   契約締結は落札者名義で行う。なお、共有の場合は、共有者全員の名義で行う。 

   落札者が契約を締結しない場合は、入札保証金は岩美病院に帰属する。 

（２）売買代金 

   岩美病院の発行する納入通知書により、その指定する期日（納入通知書発行の日から１５日以内）までに

支払うこと。 

（３）登記 

   売買物件の所有権移転登記手続については、売買代金が完納された後、当該所有権移転登記に必要な書類

等を岩美病院に提出し、岩美病院は速やかに当該所有権の移転登記を登記所に委嘱するものとする。ただし、

当該登記に要する一切の費用は落札者の負担とする。 

（４）所有権移転及び引渡し 

   売買物件の所有権は、売買代金を納付したときに落札者に移転する。 

   売買物件は、所有権が移転したときに、現況のままでの引き渡しとなる。 

（５）契約不適合 

   落札者は、契約締結後、売買物件に数量の不足等、契約の内容に適合しないものを発見しても、売買代金

の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。ただし、落札者が消費者契約法（平

成１２年法律６１号）第２条第１項に規定する消費者である場合は、この限りでない。 

（６）その他 

   契約の相手方が次のいずれかに該当するかどうかを鳥取県警察本部に照会する場合がある。また、契約の

相手方が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる旨契約書に記載する。 

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴

力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団の構成員（以下「暴力団員」という。）であると認められる

とき。 

  イ 次に掲げる行為の相手方が暴力団又は暴力団員であることを知りながら当該行為を行ったと認められる



とき。 

  （ア）暴力団員を役員等（契約の相手方が法人の場合にあってはその役員及び経営に事実上参加している者

を、契約の相手方が任意の団体にあってはその代表者及び経営に事実上参加している者をいい、非常勤

を含むものとする。以下、同じ。）とすることその他暴力団又は暴力団員を経営に関与させること。 

  （イ）暴力団員を雇用すること。 

  （ウ）暴力団又は暴力団員を代理、あっせん、仲介、交渉等のために使用すること。 

  （エ）いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他財産上の利

益を与えること。 

  （オ）暴力団又は暴力団員を問題解決等のために利用すること。 

  （カ）役員等が暴力団又は暴力団員と密接な交際をすること。 

  （キ）暴力団若しくは暴力団員であること又は（ア）から（カ）までに掲げる行為を行うものであると知り

ながら、その者に物品の製造、仕入れ、納入その他業務を下請等させること。 

 

５ その他 

  この要領に定めのない事項は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令、岩美病院事業

会計規程（平成２６年岩美病院訓令第１号）、岩美町財務規則（昭和６２年岩美町規則第１号）、本件公告及

び岩美病院の指示による。 


